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法人税額 (国税)と税引き前利益の関係 (平成 24年度 )

海外子会社配当の益金不算入

2014年 10月 17日  日本共産党 佐々木憲昭

その他

法人税の負担額
(所得税額・外国税額控除前 )

受取配当等の益金不算入

租税特別措置による軽減
単位 :兆円)

10。4

適用される法人税率 (基本税率)
3月決算期:25.5%
その他決算期:30%

税引前当期利益 (租特なかりし場合)に法人税率を乗じた推計額 16.2兆円程度

(注)1,国税庁「会社標本調査」 (平成24年度)等に基づき財務省で推計
2.上記は、平成24年度に適用される法人税率による法人税額 (所得税額・外国税額控除前)、

及び、法人税市1上の主な措置による法人税負担への影響額を推計したものである=
3.「その他」は、連結納税による個別所得金額の合計額と違結所得金額との差額・事業税の損金算入額 (減収要因)、

交際費・寄附金等の損金不算入額 (増収要因)等を勘案したものご
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資料 :政府税制調査会法人課税DG2014年 3月 31日配付資料
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資本金階級別利益計上法人 口欠損法人割合 (平成 24年度 )資本金階級男J利益計上法人 口欠損法人害」合 (平成 24年度)J]

○足下、課税対象法人の 4分の 3が赤字法人。
○欠損金の繰越控除制度の見直し (23改正)で 24年度は大法人の欠損法人割合は 3割程度に減少。

利益計上法人 欠損法人
平成 23年度
利益計上法人割合

(27.68%)

(29220/0)

(22.740/0)

(28270/0)

(39.91%)

(45.51%)

(52.900/o)

(56.97%)

(57.260/o)

(52870/0)

(35730/0)

合計

(2,525,984ネ土)

資本金 100万円以下

(205,454ネ土)

資本金500万円以下

(1,220,915ネ土)

資本金 1,000万 円以下

(738,171社 )

資本金5,000万円以下

(292,953社 )

資本金1億円以下

(45,431ネ土)

資本金 10億円以下

(16.512社 )

資本金50億円以下

(3,380ネ土)

資本金 100億円以下

(787社 )

資本金 100億円超

(1,138社 )

連結

(1,243ネ土)

29,68% (749,7311土 ) 70.32% (1,776,253ネ土)

31.00% (63,700ネ土) 69.00% (141,754ネ 土)

25.00% (305,1681土 ) 75.00% (s15,747+t)

30.27% (223,454ネ 土) 69.73% (514,717ネ 土)

41.21% (120,7351■ ) 58.79% (172,218ネ 土)

47.52% (21,589ネ土) 52.48% (23,8424土 )

65,04%(10,739オ土) 34.96%(5,773凛土)

70.12% (2,3704土 ) 29.88% (1,010ネ土)

70.14% (552ネ土) 29.86% (2354土)

70.12% (798ネ土) 29.88% (3401土)

50.36% (626ネ土) 49.64% (6171土)

(出 所)会 社標本調査 (国税庁〉 資料 :政府税制調査会法人課税DG2014年 3月 31日 配付資料


